
Ⅰ　近年の財政運営はどうですか。

１　増えない税収　～平成14年度は過去最大の落込み～

県税収入は、近年、長引く景気低迷や国の政策減税の影響を受け伸び悩んでいますが、特に、

平均14年度は前年度比△12.2％と過去最大の減少見込みです。なかでも、法人関係税（法人事業

税、法人県民税）は減少が著しく、ピークだった平成３年度の55％の水準まで落ち込んでいます。

この結果、歳入決算額に占める県税収入の割合は、平成３年度には28.5％でしたが、平成14年

度には19.7％にまで低下しています。

また、地方交付税などを加えた一般財源（使途の特定されない収入）の推移をみても、平成12

年度をピークに２年連続の減少となり、今後はかつてのような右肩上がりの伸びが期待できなく

なっています。
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第３　石川県の財政状況 
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２　景気対策のため積極的に公共投資を実施

県税や地方交付税が伸び悩むなか、平成４年度以降、国の経済対策に呼応し、有利な県債を活

用して積極的に社会資本の整備に取り組んできました。ここ数年も全国的には抑制傾向にあるな

かで、景気対策のため高水準の公共投資を維持しています。

この結果、県債残高は年々増嵩し、その償還費である公債費が増加しています。また、医療・

介護関連経費などの扶助費や教職員・警察官の職員費といった義務的経費も増加の傾向にありま

す。
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平成３年度

県民１人当たり県税収入

県民１人当たり財政規模

区　　　分

546,289円 25.4％

124,178円 107,750円 △13.2％

平成14年度 伸　率

435,478円
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（注）１　県民１人当たり財政規模は借換債除きです。

２　県民１人当たり県税収入の平成14年度は実質県税収入です。
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３　多額の県債を発行

①　経済対策と地方財政対策により大幅に増加

県債の発行額をみますと、

ア 平成４年度以降、国の経済対策に呼応して積極的に取り組んできた社会資本整備の財源

である「経済対策債」や

イ 地方財政計画で不足する財源、これは本来地方交付税で措置されるべきものですが、こ

れを地方債に振り替えた「地方財政対策債」が大きく伸びています。さらに平成13年度か

らは地方交付税の一部をいわゆる赤字地方債に振り替える「臨時財政対策債」制度がス

タートしています。

近年は、これらの国の施策、制度による特別なものを除き通常の県債発行を極力抑制してき

ましたが、県債残高は増加を続け、平成14年度末には１兆円を上回ることとなりました。
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②　償還財源の６割を確保

このような「経済対策債」や「地方財政対策債」、「臨時財政対策債」は、国の施策・制度に

よるものであり、そのほとんどが償還時に地方交付税で措置されるなど、償還財源が約束され

ているものです。

また、新長期構想の実現に向け、いくつものプロジェクトを推進していますが、この財源と

して発行する「通常債」も増加しています。しかし、これについても将来の財政負担を出来る

だけ減らすため、償還時に地方交付税措置のある有利な県債を出来るだけ活用し、それ以外の

県債の発行を抑制してきました。

この結果、平成14年度末時点の償還財源の措置率は、61.3％となっています。
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しかしながら、国の構造改革の流れのなかで、平成14年度からは地方交付税で財源措置される有利

な県債制度の縮小が進められており、今後は県債に依存した財政運営はできなくなります。

４　基金の状況　～将来の財政需要に備え、一定額を確保～

本県では、県税収入が好調だった平成元年度から４年度にかけて、将来に備えて基金（県の貯

金）を積み立て、その後も極力その水準を維持してきました。その結果、財政調整基金及び減債

基金の残高が約640億円と財政規模からみると全国上位の水準となっています。そのほか県有施

設整備基金約310億円と合わせ約950億円を確保しており、今後の財政運営に備えることとしてい

ます。
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（注）平成14年度末の減債基金の増は、県庁舎整備基金約76億円を積替えたことによるものです。 
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